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1. はじめに 

 2011 年 3 月に発生した東日本大震災では東北地方を中

心とした多くの地域において甚大な被害が生じた。わが国

では関東大震災、阪神・淡路大震災に続く 3 度目の大震災

であるが、東日本大震災はその復興過程において過去の 2

度の大震災とは大きく異なっていた。過去の大震災では拡

大を前提とした復興まちづくりが行なわれ、居住・生活圏

の再建やさらなる市街化とともに都市機能は回復し、さら

に高度化した。一方、東日本大震災では若い世代を中心と

した人口流出が生じ、被災地域の過疎化や高齢化、地域コ

ミュニティの衰退、地域経済の停滞など問題が顕在化した。

このため、東日本大震災ではその復興過程において広大な

被災地全域においてさらなる市街地拡大は見込めず、むし

ろコンパクト化した拠点形成とその周辺に広がる居住圏

の地域活性化が重要課題となった。こうした中で、分断さ

れた地域コミュニティを回復し、地域を再生する仕組みづ

くりが求められている。 

 東日本大震災のもう一つの特徴として、エネルギー利用

に関する国民の関心や政策課題が大きく変化したことが

挙げられる。従前から省エネルギーは重要課題であったが、

その課題は地球温暖化対策であり、CO2排出量の総量を減

らすことが主要課題であった。一方、震災後は原子力発電

所事故に伴う国民の節電協力や原発再稼働問題などで、国

民のエネルギーに対する関心は高まった。また、震災によ

り国土スケールの広域的な電力供給網の脆弱性も認識さ

れ、災害時の非常用電源として活用できる分散型電源が注

目されるようになった。さらに、再生可能エネルギーの固

定価格買い取り制度の全量買い取りや低圧電力の小売り

自由化など、制度面でも改変があった。こうした中で、単

に化石燃料消費量や CO2 排出量の総量を減らすだけでな

く、不安定電源である再生可能エネルギーの需給平滑化や、

地域の新電力会社による分散型エネルギーマネジメント

も重要課題となった。 

 こうした背景から、国立環境研究所では被災地域におい

て復興まちづくりを進める中で情報通信技術を活用して

地域コミュニティの絆を再生し、社会コミュニケーション

や環境低負荷型ライフスタイルを支援する地域 ICT シス

テムの開発を行っている。その一環として、本稿では福島

県新地町において社会実証実験を進めている「新地くらし

アシストシステム」について紹介する。 

 

2. 新地町におけるスマート・ハイブリッドタウン構想 

 福島県新地町は宮城県と福島県の県境付近に位置する

総面積は 46.53km2、人口約 8000 人の小さな自治体であ

る（図 1）。新地町は東日本大震災において町域の約 20%

が浸水し、630 戸の家屋が全半壊する甚大な被害を受けた。

その後、新地町は復興プロセスにおいて環境・経済・社会

の価値を高める「スマート・ハイブリッドタウン構想」を

提唱した。この構想は情報通信技術と地域コミュニティの

活力を結び付けて地域を復興することを目指しており、住

民や自治体、公共施設、地域企業等を双方向型情報ネット

ワークで結び、種々の情報の送受信により地域を活性化す

る地域情報基盤を構築する。新地町はこの構想により2011

年 12 月に「環境未来都市」に選定された。国立環境研究

所は 2013 年 3 月に新地町と連携・協力に関する基本協定

を締結し、この構想の実現に向けて学術的な観点から支援

している 1) 2)。 

 なお、新地町を含む多くの被災地では若い世代を中心と

した人口流出により高齢化や過疎化が加速しており、これ

は今後の日本の多くの地域が抱える問題を先取りしたも

のであると著者らは考えている。このため、この国立環境

研究所による復興まちづくり支援は、震災対応研究の一事

例であると同時に、より一般的な将来世代に向けた低炭素

社会を実現するための先進事例と位置づけて推進してい

るものである。 

N 新地町

福島県

 

図 1 新地町の位置 
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3. 地域 ICTシステムの概要 

 著者らは新地町における復興まちづくり支援の一環と

して、エネルギー需給の効率化や省エネルギー行動支援、

社会コミュニケーション支援、地域防災やまちづくりに関

する情報発信を目的とした地域 ICT システム「新地くらし

アシストシステム」の研究開発と社会実証実験を行ってい

る。この地域 ICT システムは、前述した「スマート・ハイ

ブリッドタウン構想」を実現する中核的ネットワーク基盤

であり、ユーザ側のインターフェースとなるものである。 

この地域 ICT システムは、ユーザ側からはタブレット端末

「新地くらしアシストタブレット」を介して、自治体から

ユーザへ種々のサービス情報の発信や、ユーザ間のコミュ

ニケーションなど、双方向的な情報の発受信が可能である

（図 2）。また、このシステムから取得した地域情報データ

を解析し、復興まちづくり支援や地域活性化に貢献するこ

とを目的としている。すでに新地町では約 100 世帯にタブ

レット端末を配布した。現在も説明会や個別訪問、講習会、

意見交換会などを頻繁に行い（図 3）、住民と直接的なコミ

ュニケーションをしながら技術開発を進めている。 

 新地くらしアシストシステムの機能の概要を図4に模式

 

図 2 新地くらしアシストシステムの画面の表示例 

 

図 3 住民向け講習会の様子 
 

図 4 新地くらしアシストシステムの機能 
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的に示す。主な機能として、各住宅におけるエネルギー消

費の見える化や、地域情報マップ、地域掲示板、自治体か

らの災害情報の発信、自治体からのアンケート、町の新着

情報表示などがあり、日常的な生活行動や環境配慮行動を

支える情報を提供する。また、最近のシステム更新により

オープン化を行い、配布したタブレット端末以外でも一般

的な PC やスマートフォンからの利用が可能となった。こ

れにより外出中でもリアルタイムで情報提供・閲覧が可能

となった。また、町からの新着情報や地域情報マップなど

のような一般向けの機能は、タブレット端末を配布した世

帯以外でも多数の住民が利用可能となった。 

 

4. 住宅における電力消費モニタリング 

 新地くらしアシストシステムの特徴であるエネルギー

消費の見える化の機能では、システムを導入した各住宅に

おいてスマートメータを導入し、タブレット端末から電力

消費量をリアルタイムで見える化する。このデータはすで

に住宅のエネルギー消費モデリングにも活用している 3)。 

 ただしこのシステムでは、オンサイトの一般的な HEMS

とは異なり、計測したデータをクラウドサーバに送信して

情報の統合的な管理が行われる。この機能により、ユーザ

の一括した情報管理が可能となり、例えば地域内での省エ

ネランキングの表示や地域内電力使用状況の表示、地域の

省エネキャンペーンの実施、各世帯の電力使用状況に応じ

た省エネ情報の提供、電力逼迫時の節電メッセージの送信

などが可能となる。これにより地域コミュニティを活性化

しつつ省エネを実現する方策について検討を進めている。 

 実際、著者らはこれまでに既にこの地域 ICT システム

の機能を活用して地域の省エネキャンペーンを実施して

いる 4)。この省エネキャンペーンは地域コミュニティの活

性化と省エネルギーを両立する社会実証実験であると同

時に、種々の施策による省エネルギー行動の実現可能性を

明らかにする実験的研究でもある。この研究において、例

えば経済的インセンティブの付与や世帯ごとの省エネ情

報の提供などの様々な施策の省エネルギー行動への波及

効果を計測した。この成果は、次に述べる新地駅前の地域

エネルギー事業と結びつける際に地域エネルギー需給の

平滑化に貢献できると考えている。こうした知見は、太陽

光や風力などの気象の影響を受けやすい再生可能エネル

ギーを導入した場合にとくに有益となる。 

 ここで、住宅における電力消費モニタリングの結果の一

例を示す（図 5）。ここでは季節別・時刻別に全世帯を集計

したところ（図 5 上段）、とくに冬季の朝や夕方に電力消

費量が大きい傾向が生じた。夏季と中間季は、朝はほぼ同

程度で、日中から夜間は夏季の方が中間季よりも若干大き

いという結果となった。次にオール電化住宅のみを抽出し

て同様の集計を行ったところ（図 5 下段）、全体として全

住宅平均より値が大きく、とくに給湯器や蓄熱式暖房が稼

働する冬の朝方が大きいという結果となった。一方、朝方

のみを比較すると夏季は中間季より小さく、給水温度の変

化が給湯用電力に影響しているものと推察される。図 5 は

あくまで一例であるが、こうした結果の蓄積は電力需給バ

ランス調整のポテンシャルを把握する上で有効であるこ

とが推察される。 

 

5. 今後の展開：デマンドレスポンス制御への応用 

 現在、JR 新地駅の周辺地域において地域エネルギー事

業の導入に向けて検討を進めている。この事業では津波の

被害を受けた新地駅周辺を復興する際に様々な公共施設

や企業、集合住宅に電熱併給型の地域エネルギー供給を導

入する予定である。こうした中で、電力は託送によりさら

に広域に供給可能であり、その際にエリア内の需給バラン

ス制御が重要となる。そこで、地域 ICT システムの節電メ

ッセージ送信の機能を、新地駅周辺地域の地域エネルギー

事業と連携する際の需要側インターフェースとして利用

することを検討している。 

 さらに、現在進められている地域エネルギー事業と連結

する際には、自動デマンドデマンドレスポンス制御の導入

を検討している（図 6）。自動デマンドレスポンス制御では、

 

図 5 電力モニタリングの例 

（季節別・時刻別の比較） 
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双方向型の情報ネットワークにより需要側と供給側を結

びつけ、空調や照明などの需要側の機器を需給状況に応じ

て自動制御し、需給バランス調整を行う。これにより、既

存の発電所におけるピーク負荷削減や余剰電力削減だけ

でなく、コージェネレーションプラントの熱電需給バラン

ス調整、不安定電力の導入時の需給バランス調整などにも

貢献できるものと考えられる。その際に必要な情報ネット

ワーク基盤として、現在開発中の地域 ICT システムを利用

できる可能性が高いと考えており、今後技術開発を進める

予定である。 

 

6. まとめ 

 本稿では、福島県新地町を対象として技術開発を進めて

いる地域 ICT システム「新地くらしアシストシステム」に

ついて紹介した。このシステムにより、継続的な住宅電力

モニタリングを実施し、町内における電力消費量のデータ

を取得した。また、この機能を利用した省エネキャンペー

ンでは、ユーザ毎に電力消費特性に応じた省エネ情報の提

供を行うなど、地域の省エネルギーと地域コミュニティの

活性化の両立を目指した社会実証実験を行ってきた。今後、

新地駅周辺地区に建設する集合住宅にも同様のシステム

を導入し、より幅広く情報収集を行い学術的知見を蓄積す

る。さらに、新地駅周辺地域の電熱併給型の地域エネルギ

ー事業と結びつけて需給バランス調整にも貢献するため

の研究を進める予定である。 

 著者らのグループは他の地域への普及を同時に考えて

おり、現在は福島県三島町と協議を進め、新地町により構

築した地域 ICT システムの導入試験を進めている。現在は

配布したタブレット端末以外でも一般的な PC やスマート

フォンから当該システムが利用可能であり、より汎用的な

システムとして技術開発を進めると同時により多くの地

域への水平展開を進めていく予定である。 
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図 6 自動デマンドレスポンスの制御フロー 
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